
参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

雇用保険法の一部改正に伴い、所要の整備を行うため、この条例を制定する

ものである。 

 

議案第６７号 

 

   川崎市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 川崎市市税条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

            平成２９年 ６ 月 ５ 日提出 

                川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市市税条例等の一部を改正する条例 

 （川崎市市税条例の一部改正） 

第１条 川崎市市税条例（昭和２５年川崎市条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２３条中「１００分の６」を「１００分の８」に改める。 

  第４１条の見出し中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第３項並び

に第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同条第１項中「第１５条の

３第２項」を「第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５

項」に改め、同項第３号中「の区分所有者全員の共有に属する共用部分」を

削る。 

  第４１条の２の見出し中「あん分」を「按
あん

分」に改め、同条第１項中「あ

ん分」を「按分」に改め、同条第２項中「あん分」を「按分」に改め、「避

難の指示等」の次に「（以下この項において「避難の指示等」という。）」

を加え、「被災年の」を「被災年（以下この項において「被災年」という。）

の」に、「以後３年」を「から起算して３年」に、「各年度」を「各年度と

し、同項に規定する被災市街地復興推進地域が定められた場合（避難の指示

議案第６７号



 

等が行われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の

年であるときを除く。）には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日

から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とする」

に改め、同条第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

附則に次の４項を加える。 

（平成３０年度分及び平成３１年度分の軽自動車税の税率の特例） 

２５ 法附則第３０条第６項から第８項までに規定する３輪以上の軽自動車

に対する第６４条第１項第２号の規定の適用については、当該軽自動車が

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初めて道路運送

車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた場合には

平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日

から平成３１年３月３１日までの間に初めて同項後段の規定による車両番

号の指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、次のとお

りとする。 

⑴ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

については、前項第１号の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

⑵ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

については、前項第２号の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

⑶ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

（前号の規定の適用を受けるものを除く。）については、前項第３号の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） 



 

２６ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が附則第

２４項第１号から第３号まで及び前項第１号から第３号までの規定の適用

を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国

土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣

の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

２７ 市長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額があることを第６

６条の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後

において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の

認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該

申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を

含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通

大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるとき

は、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不

足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に関する

規定（第７０条及び第７１条の規定を除く。）を適用する。 

２８ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加

算した金額とする。 

（川崎市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 川崎市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年川崎市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中附則第２４項を附則第２８項とし、附則第１４項から附則第２３

項までを４項ずつ繰り下げる改正規定を次のように改める。 

   附則第２８項を附則第３２項とし、附則第２７項を附則第３１項とする。 

 

等が行われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の

年であるときを除く。）には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日

から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とする」

に改め、同条第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

附則に次の４項を加える。 

（平成３０年度分及び平成３１年度分の軽自動車税の税率の特例） 

２５ 法附則第３０条第６項から第８項までに規定する３輪以上の軽自動車

に対する第６４条第１項第２号の規定の適用については、当該軽自動車が

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初めて道路運送

車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた場合には

平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日

から平成３１年３月３１日までの間に初めて同項後段の規定による車両番

号の指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、次のとお

りとする。 

⑴ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

については、前項第１号の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

⑵ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

については、前項第２号の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

⑶ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

（前号の規定の適用を受けるものを除く。）については、前項第３号の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） 



 

   附則第２６項中「第２４項第１号」を「第２８項第１号」に改め、同項 

を附則第３０項とし、附則第２５項を附則第２９項とし、附則第１４項か

ら附則第２４項までを４項ずつ繰り下げる。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中川崎市市税条例第

２３条の改正規定及び次項の規定は、平成３０年１月１日から施行する。 

（個人の市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の条例（以下「新条例」という。）第２３条の

規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２

９年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

３ 新条例第４１条の２第２項の規定は、平成２８年４月１日以後に発生した

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第 

２号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の３第１項に規定する震災等によ

り滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する

平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。この場合におい

て、平成２９年度分の固定資産税に係る新条例第４１条の２第２項及び川崎

市市税条例第５１条の２第１項の規定の適用については、これらの規定中「１

月３１日」とあるのは、「１月３１日（平成２９年度分の固定資産税に係る

申出にあっては、平成２９年７月３１日）」とする。 

４ 第１条の規定による改正前の条例第４１条の２第２項の規定により、平成

２８年４月１日前に発生した改正法第１条の規定による改正前の地方税法第

３４９条の３の３第１項に規定する震災等により滅失し、又は損壊した家屋



 

の敷地の用に供されていた土地に対して課する固定資産税については、なお

従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

５ 新条例附則第２５項の規定は、平成３０年度分及び平成３１年度分の軽自

動車税について適用し、平成２９年度分までの軽自動車税については、なお

従前の例による。 

６ 新条例附則第２６項から第２８項までの規定は、平成２９年度以後の年度

分の軽自動車税について適用する。 

７  市長は、納付すべき軽自動車税（平成２８年度以前の年度分のものに限る。）

の額について不足額があることを川崎市市税条例第６６条の納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場合にお

いて、当該事実が生じた原因が当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有

者以外の者（以下この項及び次項において「第三者」という。）にあるとき

は、地方税法第１３条第１項の規定による告知をする前に、当該第三者（当

該第三者と改正法附則第１８条第２項に規定する特別の関係のある者を含む。

以下この項及び次項において同じ。）に対し、当該不足額に係る軽自動車税

の納付を申し出る機会を与えることができるものとし、当該申出の機会を与

えられた第三者が当該申出をしたときは、当該第三者を賦課期日現在におけ

る当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に

関する規定（同条例第７０条及び第７１条の規定を除く。）を適用する。 

８ 前項の規定による申出をした第三者は、当該申出を撤回することができな

い。 

 

 

 

 

   附則第２６項中「第２４項第１号」を「第２８項第１号」に改め、同項 

を附則第３０項とし、附則第２５項を附則第２９項とし、附則第１４項か

ら附則第２４項までを４項ずつ繰り下げる。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中川崎市市税条例第

２３条の改正規定及び次項の規定は、平成３０年１月１日から施行する。 

（個人の市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の条例（以下「新条例」という。）第２３条の

規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２

９年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

３ 新条例第４１条の２第２項の規定は、平成２８年４月１日以後に発生した

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第 

２号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の３第１項に規定する震災等によ

り滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する

平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。この場合におい

て、平成２９年度分の固定資産税に係る新条例第４１条の２第２項及び川崎

市市税条例第５１条の２第１項の規定の適用については、これらの規定中「１

月３１日」とあるのは、「１月３１日（平成２９年度分の固定資産税に係る

申出にあっては、平成２９年７月３１日）」とする。 

４ 第１条の規定による改正前の条例第４１条の２第２項の規定により、平成

２８年４月１日前に発生した改正法第１条の規定による改正前の地方税法第

３４９条の３の３第１項に規定する震災等により滅失し、又は損壊した家屋



 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

地方税法の一部改正に伴い、個人の市民税の所得割の税率を改定すること、

軽自動車税の税率の特例措置を延長すること等のため、この条例を制定するも

のである。 


